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第１章 計画の策定について

１ 計画策定の趣旨〔任意記載事項：基本指針別表第七の一〕
子ども・子育て支援については，平成２４年８月，質の高い幼児期の学校教育・

保育の総合的な提供，保育の量的拡大・確保，地域における子ども・子育て支援の

充実等を図るため，子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）など子ども

・子育て関連３法が制定され，子ども・子育て支援の新たな制度（以下「新制度」

という。）が創設されたところです。

新制度においては，実施主体である市町村が，住民に最も身近な地方公共団体と

して，質の高い教育・保育（※）と地域子ども・子育て支援事業の提供を行い，県は，

市町村が行う子ども・子育て支援給付と地域子ども・子育て支援事業が適正，円滑

に行われるよう必要な助言や援助を行い，子ども・子育て支援のうち，特に専門性

の高い施策や各市町村の区域を超えた広域的な対応が必要な施策を行うこととなっ

ています。

このことから，県が新制度の推進に取り組むに当たり，その方向性と取組内容を

示す「鹿児島県子ども・子育て支援事業支援計画」（以下「計画」という。）を策定

するものです。

※ 子ども・子育て支援法第７条第２項及び第３項に定める教育・保育をい

う。（以下同じ。）

２ 計画の位置付け〔任意記載事項：基本指針別表第七の一〕

この計画は，子ども・子育て支援法に基づき策定するものですが，盛り込む内容

が本計画と重複する，母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく鹿児島県母子家庭等

及び寡婦自立促進計画，児童福祉法に基づく鹿児島県保育計画，放課後子ども総合

プランに係る鹿児島県行動計画の内容を含むものです。

また，かごしま将来ビジョン，鹿児島県教育振興基本計画，鹿児島県社会的養護

推進計画，鹿児島県障害者計画など，県が策定する子ども・子育て支援に関する事

項を定める他の計画と調和が保たれた計画としています。

３ 計画の期間〔任意記載事項：基本指針別表第七の六〕
この計画の期間は，平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。
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第２章 計画策定の背景

１ 少子化の現状〔県独自記載事項〕
(1) 出生の動向

平成２５年の本県の合計特殊出生率(※)は，１．６３で全国の１．４３は上回る

ものの，人口維持に必要とされる２．０７を大幅に下回っています。

また，平成２５年の本県の出生数は１４，６３７人で，昭和４０年と比べて約半

分となっています。

※ 合計特殊出生率とは，その年次の１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの

で，１人の女性が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に子どもを生むと仮定したとき

の子どもの数に相当する。

① 合計特殊出生率と出生数

出生数，出生率の推移

資料：人口動態統計，国勢調査
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② 本県の年齢３区分別人口割合の推移

年齢３区分別人口割合の年次推移をみると，０～１４歳の年少人口割合は減少

し，６５歳以上の老年人口割合は増加しており，平成２５年は年少人口１３．７

％，老年人口２７．７％となっています。

資料：県統計課「鹿児島県の推計人口」

(2) 未婚化・晩婚化の進行

① 婚姻率の推移

平成２５年度の全国の婚姻率（人口千対）は５．３，本県は４．９となってお

り，全国に比べ未婚化が進行しています。

資料：人口動態統計
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② 本県の年齢別未婚率の推移（25歳～39歳）

男女の各年齢層とも未婚率の割合が上昇していますが，男性の２５～３４歳に

おいては，平成１７年から僅かながら減少に転じるなどの状況も見られます。

資料：国勢調査

③ 未婚化・晩婚化・晩産化に関する統計データ

生涯未婚率は，全国，本県とも大幅に上昇しています。また，平均初婚年齢も

高くなっており，晩婚化が進行しています。これに伴い出生時の母の年齢も高く

なっています。

資料：国勢調査，人口動態統計
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（3） 幼稚園・保育所の利用状況

本県における幼稚園の利用率は減少傾向，保育所の利用率は増加傾向にありま

す。

① 本県の幼稚園の利用状況

資料：学校基本調査報告書

※ 幼稚園の就園率：各年の小学校第１学年児童数に対する幼稚園修了者数の割合

② 本県の保育所の利用状況

資料：鹿児島県年齢別人口推計結果，社会福祉施設等調査

※ 保育所の入所割合：各年１０月１日の年齢別推計人口（０～５歳）に対する保育所在

所児数の割合

97,648 96,896 95,709 94,448 93,114 92,006 91,116 90,593 90,270 88,582 89,895 90,232 90,371
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２ 子どもの育ちと子育てをめぐる環境と課題 〔県独自記載事項〕

子どもをめぐる社会的環境は著しく変化しており，子どもが十全な育ちをするた

めの環境づくりには，次のような社会の変化や課題に対応する必要があります。

父母その他の保護者が，子育てについて第一義的責任を有するという子ども・子

育て支援法の基本理念を踏まえ，保護者の環境に応じた社会的な支援が十分に行き

届き，子どものより良い育ちを実現する方向となるような子育て支援を進めていく

ことが必要とされています。

(1) 集団活動や異年齢交流の機会の減少

少子化が進行し，子どもの数や兄弟姉妹の数も減少する中で，乳幼児の成長・発

達にとって大切な，集団の中で同年齢児や異年齢児と共に育つ体験を十分に得るこ

とが困難な状況となっています。

(2) 子育てをめぐる地域や家庭の状況の変化

近年，核家族化の進展や地域のつながりの希薄化により，祖父母や近隣の住民等

から，日々の子育てに対する助言，支援や協力を得ることが困難な状況となってい

ます。また，現在の親世代の人々の兄弟姉妹の数が減少しており，自身の子どもが

できるまで赤ちゃんと触れ合う経験が乏しいまま親になることが増えています。

このような，家庭や地域の子育て力の低下等を背景に，子育てが孤立化し，子育

てに不安や負担を感じる親が増加しています。

子育てを取り巻く環境が変容する一方で，特に幼稚園や保育所に通っていない在

宅の３歳未満の子どもの子育て支援について，保護者が子育ての相談をする場や子

どもと共に交流する場が必要となっています。

① 世帯数，世帯当たりの人数の推移と将来推計（本県・全国）

資料：総務省「国勢調査」

国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」
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② 本県の一般世帯の家族類型別割合の推移

資料：総務省「国勢調査」

(3) 多様な教育・保育ニーズへの対応

パートタイム労働等の就業形態をはじめとする生き方（ライフスタイル）の多様

化により保育ニーズも多様化しており，こうした多様な保育ニーズへの対応が求め

られています。また，幼稚園教育についても，地域によっては，幼稚園がないなど

の事情により幼稚園の教育を希望する者がこれを受けられない状況も見られます。

(4) 仕事等と子育ての両立支援

共働き世帯が増加する中で，子育てに専念することを希望して退職する者がいる

一方，就労の継続を希望しながらも，仕事と子育ての両立が困難であるとの理由に

より，出産を機に退職する女性が少なからず存在しています。仕事やその他の活動

と子育ての両立を支援するため，保育所の待機児童や放課後児童クラブが不足して

いるいわゆる「小１の壁」の問題を解決する必要があります。

また，長時間労働は全体的に減少傾向にあるものの，子育て期にある三十代及び

四十代の男性で長時間労働を行う者の割合は依然として高い水準にあります。男性

を含めたすべての人が，仕事時間と生活時間のバランスがとれた生活を送ることが

できるよう，働き方の見直しが必要となっています。
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① 子どもの出生年別第１子出産前後の妻の就業経歴（全国）

資料：平成２４年版男女共同参画白書（内閣府）

② 男女別年齢階級別労働力率（本県・全国）

資料：総務省「平成２２年国勢調査」
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③ 年齢別就業時間が週６０時間以上の男性雇用者の割合（全国）

資料：総務省「労働力調査」

※１ 数値は，非農林就業者（休業者を除く）総数に占める割合。

※２ ２０１１年の値は，岩手県，宮城県及び福島県を除く全国結果。

資料：内閣府「少子化社会対策白書」

(5) 離島・過疎・へき地地域における教育・保育

離島・過疎・へき地地域においては，子どもの数が少ないことから，教育・保育

を行う施設や事業の確保，放課後児童クラブなど地域子ども・子育て支援事業の実

施が困難な地域があります。

このような地域においては，事業に従事する者の確保が他の地域より厳しい状況

となっています。

① 本県のへき地保育所の状況 (H26.4.1現在)

箇所数 うち入所児童 うち入所児童 休止中

10人未満 ６人未満

58 13 7 25
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② 本県の地域別の放課後児童クラブ設置状況 (H26.5.1現在)

区分 児童数 １校当た クラブ数 設置率

小学校数 （1～3年） り児童数 うち,登録児童数 (B/A)

地域 (A) 人／校 (B) 10名未満のもの ％

県本土 401 39,960 100 359 21 89.5

熊毛･三島･十島 46 1,248 27 5 10.9

奄 美 83 3,320 40 25 1 30.1

県合計 530 44,528 84 389 22 73.4

全 国 20,852 3,240,040 155 22,084 594 105.9

資料：厚生労働省 「放課後児童健全育成事業実施状況調査」

全国の小学校数及び児童数については，文部科学省「学校基本調査H26(速

報値)」
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第３章 計画の推進にあたって

１ 計画の推進体制〔県独自記載事項〕
(1) 県の推進体制

計画の内容は，教育，児童福祉，障害福祉，母子保健，労働等各部局に関連があ

ることから，計画の推進に当たっては，関係部局間の連携を強化し取り組みます。

また，計画の策定に当たっては，子ども・子育て支援法第７７条第４項の規定に

基づく合議制の機関である鹿児島県子ども・子育て支援会議の意見を踏まえ取り組

むこととします。

(2) 市町村との連携

新制度の実施主体である市町村は，利用定員の設定・変更(※１)や市町村子ども・

子育て支援事業計画の策定・変更(※２)を行う場合は，あらかじめ県と協議をするこ

ととなっていますが，これらの協議を通じて県や市町村の計画が適正かつ円滑に実

施されるよう十分に市町村との連絡，調整を図ります。

また，必要に応じ説明会を開催するなど，市町村の計画推進に必要な情報提供に

努めます。

さらに，新制度の周知についても，市町村と連携を図りながら広報に取り組んで

まいります。

※１：子ども・子育て支援法第３１条第３項，法第３２条第３項

※２： 〃 第６１条第９項

２ 計画の達成状況の点検，評価，見直し
〔任意記載事項：基本指針別表第七の七〕

計画の達成状況の点検，評価，見直しにおいては，県子ども・子育て支援会議の

意見を踏まえながら，次のように対応します。

(1) 点検，評価

各年度において，計画に基づく施策の実施状況等について点検，評価を行い，そ

の結果を公表します。

(2) 見直し

市町村においては，計画期間の中間年を目安として，必要な場合には，市町村計

画の見直しを行うことなっていますが，県においては，市町村計画の見直し状況等

を踏まえ，必要な場合には，計画の見直しを行うこととします。なお，この場合に

おいて見直し後の子ども・子育て支援事業計画の期間は，当初の計画期間とします。

11



第４章 教育・保育等の推進

１ 区域の設定

〔必須記載事項：法第62条第２項第１号，基本指針第三の四の１，別表第五の一〕

(1) 趣旨

県子ども・子育て支援事業支援計画においては，教育・保育の量の見込み（需要

量）と実施しようとする教育・保育の提供方法と実施時期（確保方策）を定める単

位となる区域を設定することになっています。

設定に当たっては，市町村が定める教育・保育提供区域を勘案し，広域利用等の

実態を踏まえることとなっており，この区域が，教育・保育施設(※)の認可，認定

の際に行われる需給調整の判断基準となります。

※ 子ども・子育て支援法第７条第４項に定める教育・保育施設をいう。

（以下同じ。）

(2) 内容

市町村が定める教育・保育提供区域を勘案し，広域利用等の実態を踏まえた結果，

県設定区域は市町村単位とします。

具体的には，以下の４３区域です。

鹿児島市区域（鹿児島市） 長島町区域（長島町）

鹿屋市区域（鹿屋市） 湧水町区域（湧水町）

枕崎市区域（枕崎市） 大崎町区域（大崎町）

阿久根市区域（阿久根市） 東串良町区域（東串良町）

出水市区域（出水市） 錦江町区域（錦江町）

指宿市区域（指宿市） 南大隅町区域（南大隅町）

西之表市区域（西之表市） 肝付町区域（肝付町）

垂水市区域（垂水市） 中種子町区域（中種子町）

薩摩川内市区域（薩摩川内市） 南種子町区域（南種子町）

日置市区域（日置市） 屋久島町区域（屋久島町）

曽於市区域（曽於市） 大和村区域（大和村）

霧島市区域（霧島市） 宇検村区域（宇検村）

いちき串木野市区域（いちき串木野市） 瀬戸内町区域（瀬戸内町）

南さつま市区域（南さつま市） 龍郷町区域（龍郷町）

志布志市区域（志布志市） 喜界町区域（喜界町）

奄美市区域（奄美市） 徳之島町区域（徳之島町）

南九州市区域（南九州市） 天城町区域（天城町）

伊佐市区域（伊佐市） 伊仙町区域（伊仙町）

姶良市区域（姶良市） 和泊町区域（和泊町）

三島村区域（三島村） 知名町区域（知名町）

十島村区域（十島村） 与論町区域（与論町）

さつま町区域（さつま町）
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２ 各年度における県設定区域ごとの教育・保育の量の見込み及び確保方策
〔必須記載事項：法第62条第２項第１号，基本指針第三の四の２，別表第五の二〕

市町村と調整，協議を行い，別表のとおりとします。

保育については，「待機児童解消加速化プラン」に基づき，平成２９年度末まで，

その他については平成３１年度末までに区域ごとの教育・保育の量の見込みに対応

する確保方策を設定しています。

３ 認定こども園における教育・保育の一体的提供と推進体制
〔必須記載事項：法第62条第２項第２号，基本指針第三の四の３，別表第五の三〕

(1) 認定こども園の普及に係る基本的考え方

① 認定こども園の普及

認定こども園については，幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち，保護者の就労

状況やその変化によらず柔軟に子どもを受け入れられる施設であること，また，

地域の子育て支援も行う施設であることから，地域の実情に応じその普及を図り

ます。

② 幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支援

幼稚園や保育所が認定こども園に移行する希望がある場合には，原則として認

可・認定基準を満たす限り，認可・認定を行うこととします。

具体的には，教育・保育の供給量が需要量を上回る場合においても，各区域ご

との需要量に別表に定める「県の定める数」を加えた数までは，認可・認定を行

うこととします。（認可・認定の考え方については６０ページに詳細を記載）

また，移行に際し，施設整備が必要な場合には，補助事業の活用を図ります。

【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

認定こども園へ 幼稚園や保育所が認定こども園に移行する 青少年男女共同

の移行に必要な 希望がある場合や認定こども園が施設を整 参画課

整備等の促進 備する必要がある場合の補助
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(2) 幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援

幼保連携型認定こども園は，学校教育と保育を一体的に提供する施設であるため，

その職員である「保育教諭」については，「幼稚園教諭免許状」と「保育士資格」

の両方の免許・資格を有することが原則です。また，幼稚園型認定こども園や保育

所型認定こども園においても，「幼稚園教諭免許状」と「保育士資格」の両方の免

許・資格を有することが望ましいとされています。

このため，認定こども園が，幼児期の学校教育と保育を一体的に提供する施設で

あることを踏まえ，幼稚園教諭と保育士に対する合同研修の充実を図ります。

なお，研修機会確保のため，保育所などの施設運営費の算定にあたっては，代替

要員確保のための加算を行います。

(3) 教育・保育の必要性と推進方策

子ども・子育て支援法は，「子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子ども

を養育している者に必要な支援を行い，もって一人一人の子どもが健やかに成長す

ることができる社会の実現に寄与する」ことを目的としており，障害，疾病，虐待，

貧困，家族の状況その他の事情により社会的な支援の必要性が高い子どもやその家

族を含め，全ての子どもや子育て家庭を対象とするものです。

乳幼児期は，心情，意欲，態度，基本的生活習慣等，生涯にわたる人格形成の基

礎が培われる重要な時期であることから，事業の実施主体である市町村と十分に連

携し，質の高い教育・保育の総合的な提供に取り組みます。

(4) 認定こども園等と地域型保育事業を行う者の連携

教育・保育施設である認定こども園，幼稚園，保育所は，子ども・子育て支援に

おいて地域の中核的な役割を担い，地域型保育事業を行う者や地域子ども・子育て

支援事業を行う者等と連携し，必要に応じてこれらの者の保育の提供等に関する支

援を行うことが求められます。

また，原則として満３歳未満の保育を必要とする子どもが利用する地域型保育事

業については，満３歳以降も引き続き適切に質の高い教育・保育を利用できるよう，

認定こども園，幼稚園，保育所と地域型保育事業を行う者との連携が必要です。

このため，認定こども園等と地域型保育事業を行う者の連携について，市町村が

積極的に関与し，円滑な連携が図られるよう支援します。

(5) 認定こども園等と小学校等との連携

認定こども園，幼稚園，保育所から義務教育段階へと子どもの発達や学びは連続

しており，幼児期の教育と小学校教育とは円滑に接続される必要があります。

認定こども園，幼稚園，保育所と小学校等との間で幼児児童の実態や指導方法等

について理解を深め，広い視野に立って幼児児童に対する一貫性のある教育を相互

に協力し連携する必要があります。

このため，認定こども園，幼稚園，保育所と小学校等の関係者による連絡協議会

の開催等（研修会の開催，相互の職場研修，非常勤講師等で相互の経験者を活用す

ること，幼稚園教諭と保育士の資格の併有を促進など）により連携を図ります。ま

た，発達障害を含む全ての障害のある子どもに対する幼児期から義務教育段階への

円滑な接続に当たって，家庭や医療，福祉等の関係機関との連携を促進します。
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４ 地域子ども・子育て支援事業の推進〔県独自記載事項〕
地域子ども・子育て支援事業については，教育・保育施設を利用する子どもの

家庭だけでなく，在宅の子育て家庭を含むすべての家庭や子どもを対象とする事

業として，地域子育て支援拠点事業，妊婦健康診査，乳児家庭全戸訪問事業，養

育支援訪問事業，ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事

業），放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業），一時預かり事業，病児保育

事業などを市町村が地域の実情に応じて実施していきます。

県としては，各事業についての説明会を開催するなど，市町村の取組を促進し

ます。

また，放課後児童クラブと放課後子供教室については，「放課後子ども総合プラ

ン」に基づき，共働き家庭等の全ての児童が放課後等において，安心・安全な居

場所が確保され，次代を担う人材育成が図られるよう市町村の取組を支援する必

要があることから，県としては，教育委員会と福祉部局の連携を始め放課後対策

の総合的な在り方を検討するための「推進委員会」(※)を新たに設置し，市町村の

取組を推進します。

※ 推進委員会の主な構成員

行政関係者（教育委員会及び福祉部局），学校関係者，ＰＴＡ関係者，

社会教育関係者，児童福祉関係者，学識経験者，放課後児童クラブ関係者，

放課後子供教室関係者，学校支援地域本部関係者，学校運営協議会関係者 等

【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

妊婦健康診査の 市町村や関係医療機関等と連携した妊婦健 子ども福祉課

充実 康診査の内容の充実

妊婦健診の必要性や公費負担制度等につい

ての積極的な周知，広報による受診勧奨

乳児家庭全戸訪 乳児家庭への訪問事業や養育支援を必要と 子ども福祉課

問事業や養育支 する家庭への訪問事業など児童虐待の発生

援訪問への取組 予防につながる地域子育て支援事業への市

の促進 町村の取組を促進

ファミリー・サ 働く人の家庭と仕事の両立支援や子育て支 雇用労政課

ポート・センタ 援等を行うファミリー・サポート・センタ

ーの設置促進 ーの設置促進
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５ 教育・保育に従事する者の確保と資質の向上
〔必須記載事項：法第62条第２項第３号，基本指針第三の四の４，別表第五の四〕

(1) 認定こども園，幼稚園，保育所と地域型保育に従事する者の必要見込み人数と確

保方策

① 必要見込み人数（暫定値）

(単位：人)

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

保育教諭 1,266 1,548 1,567 1,538 1,518

保育士 6,221 5,700 5,446 5,350 5,265

幼稚園教諭 784 737 704 689 679

保育従事者 ＊１ 13 19 23 21 19

家庭的保育者 ＊２ 3 4 9 9 9

家庭的保育補助者 ＊３ 3 4 7 7 7

家庭的保育者 ＊４ 3 4 9 9 9

＊１：小規模保育事業B型における保育従事者

＊２：小規模保育事業C型及び家庭的保育事業における家庭的保育者

＊３：小規模保育事業C型及び家庭的保育事業における家庭的保育補助者

＊４：居宅訪問型保育事業における家庭的保育者

※ 必要見込み人数については，厚生労働省作成「都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に

記載する特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者の見込み数の算出のためのワークシート」

により算出した各年度の教育・保育の量の見込みに対し必要になる人数

② 確保方策

必要な事業従事者の確保については，国の「保育士確保プラン」に基づき，新

たな保育士の育成・就業支援，潜在保育士の復帰支援，保育士の就業継続，働く

職場の環境改善に取り組みます。

【保育士確保プランを踏まえた主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

人材育成 ・幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資 青少年男女共同

格取得特例制度の広報と活用 参画課

就業継続支援 ・保育の質の確保のための研修 青少年男女共同

・研修参加に伴う代替職員の確保 参画課
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施策等 施策等の内容 担当課

再就職支援 ・新たに構築する情報公表制度の積極的活 青少年男女共同

用の促進 参画課

働く職場の環境 ・処遇改善の実施 青少年男女共同

改善 （職員の勤続年数や経験年数に応じた処遇 参画課

改善）

・職員配置の改善

③ 処遇改善

他の職種と比較して幼稚園教諭，保育士の平均勤続年数は短い傾向にあり，教

育・保育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上を図り，質の高い教育・保育

を安定的に提供していくためには，長く働くことができる職場を構築していくこ

とが必要です。

保育所などの施設運営費の算定にあたっては，職員配置や給与の改善，職員

の平均勤続年数・経験年数やキャリアアップの取組に応じた加算などを行い処遇

の改善を促進します。

(2) 地域子ども・子育て支援事業等に従事する者の確保と資質の向上に対する支援

新制度においては，小規模保育，家庭的保育，ファミリー・サポート・センター，

放課後児童クラブ，地域子育て支援拠点事業等が新たに子ども・子育て支援法に基

づく給付・事業となり，これらの事業の拡充に伴い，人材の確保及び資質の向上が

必要となります。これらの事業に従事するために必要な研修を新たに実施し，研修

を修了した者を「子育て支援員（仮称）」として認定することにより，その確保と

資質の向上を図ります。

また，放課後児童クラブについては，開所時間の延長や障害児の受け入れなどに

必要な職員の配置に対する補助を拡充するとともに，放課後児童クラブと放課後子

供教室に従事する放課後児童支援員等について，引き続き研修を実施し，その確保

と質の向上を図ります。

【主な研修】

研修名 研修の内容 担当課

子育て支援員研 地域子ども・子育て支援事業等に従事する 青少年男女共同

修 者の確保及び資質の向上を図るための研修 参画課
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研修名 研修の内容 担当課

放課後児童支援 放課後児童クラブ等に従事する者の確保及 青少年男女共同

員等研修 び資質の向上を図るための研修 参画課

(3) 幼稚園教諭免許，保育士資格の併有促進についての周知

保育教諭については，就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推

進に関する法律（認定こども園法）附則第５条において，施行の日から起算して５

年間は，幼稚園教諭の普通免許状又は保育士資格のいずれかを有する場合は保育教

諭となることができることとし，この間において，片方の免許又は資格のみを有し

ている者の併有を促進するための特例措置が講じられています。

このため，この特例措置について，説明会や研修会等において，対象者への周知

を図っていきます。

【保育士確保プランを踏まえた主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

人材育成 幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格 青少年男女共同

（再掲） 取得特例制度の広報と活用 参画課

(4) 幼稚園教諭・保育士に対する研修の実施

幼稚園教諭・保育士に対しては，引き続き計画的に研修を行うとともに，実情に

応じ見直しを行い，質の高い教育・保育の提供に努めます。

なお，研修機会確保のため，保育所などの施設運営費の算定にあたっては，代替

要員確保のための加算を行います。

【主な研修】

研修名 研修の内容 担当課

幼稚園新規採用 幼稚園新規採用教員に対する法定研修 義務教育課

教員研修会 対象者：公立幼稚園新規採用教員
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研修名 研修の内容 担当課

１０年経験者研 在職期間が１０年に達した公立幼稚園教諭 義務教育課

修 に対して，個々の適正等に応じ資質向上を

図るための法定研修

保育所特別保育 乳幼児期の保育に必要な知識及び指導技術 青少年男女共同

事業等研修会 の習得のための研修 参画課

対象者：主任保育士，保育士，栄養士等

６ 市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整
〔任意記載事項：法第62条第３項，基本指針第三の五，別表第七の二〕

(1) 子ども・子育て支援事業計画作成時等の調整

市町村間で広域調整が整わない場合と市町村子ども・子育て支援事業計画作成時

における県への協議や調整については，別途定める手続により行うこととします。

(2) 認定こども園，幼稚園，保育所の利用定員設定時等の調整

市町村が特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときや変更しようとす

るときに，あらかじめ行う知事への協議については，別途定める手続により行うこ

ととします。

７ 教育・保育情報の公表

〔任意記載事項：法第62条第３項，基本指針第三の五，別表第七の三〕

県は，施設・事業の透明性を高め，教育・保育の質の向上を促していくため，特

定教育・保育施設及び地域型保育事業所の教育・保育等の内容に関する事項等につ

いてインターネット等で公表します。
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第５章 子どもに関する専門的な知識と技術を要する支援等
〔１～４は必須記載事項：法第62条第２項第４号及び５号，基本指針第三の四の５，別

表第五の五〕

〔５は県独自記載事項〕

１ 児童虐待防止対策の充実
児童虐待の発生予防や早期発見，早期対応のためには，市町村の要保護児童対策地

域協議会（※）による地域での見守り体制の充実と，専門機関である児童相談所の体

制の充実強化が重要です。

また，市町村や児童相談所に寄せられる児童虐待の通告・相談が増加してきており，

迅速な対応のため，住民に身近な相談窓口である市町村と専門機関である児童相談所

の適切な役割分担を図るとともに，各関係機関と連携して対応する必要があります。

※ 要保護児童対策地域協議会

要保護児童の適切な保護や支援を必要とする児童や妊婦への適切な支援を図るた

め，市町村や警察，学校等の関係機関・団体等により構成される組織

本県の児童虐待の認定件数の推移

（中央児童相談所調べ）

(1) 児童相談所の体制の充実強化

児童虐待対応の中心となる児童相談所における児童福祉司や児童心理司等の専門

職員の配置など体制の充実を図ります。

また，専門的な知識や技術を必要とする困難ケースの対応や保護者への指導等を

行うため，弁護士や医師等を活用した支援に努めます。
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(2) 市町村や関係機関との役割分担と連携の推進

児童相談所と市町村その他の関係機関との適切な役割分担を図るため，市町村を

はじめ，保育所，児童養護施設等の児童福祉施設，学校，警察，医療機関や女性相

談センターその他の関係機関との情報共有による連携を強化します。

また，ケースに関する市町村との支援方針の協議などによる児童虐待の発生予防

と早期対応に努めるとともに，市町村の要保護児童対策地域協議会の関係者を対象

とした研修等の実施により，協議会の機能強化や効果的な運営を支援します。

【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

「子ども虐待防 県単位で，福祉・保健・学校・警察・医療 子ども福祉課

止ネットワー 機関等の関係機関・団体が集まり，児童虐

ク」会議の開催 待防止等について情報を共有し，協議，検

討する会議の開催

「子どもSOS地 各地域振興局・支庁単位で，児童虐待の早 子ども福祉課

域連絡会議」の 期発見や早期対応等について情報交換・相

開催 互協力を行うための連絡会議の開催

市町村要保護児 各市町村における要保護児童対策地域協議 子ども福祉課

童対策協議会の 会の活動について，児童相談所の助言等に

充実強化 よる支援

児童虐待防止に 市町村担当職員，主任児童委員，児童養護 子ども福祉課

係る研修会の実 施設職員等を対象とした児童虐待に関する

施 研修の実施

(3) 妊娠や子育て家庭の相談体制の整備

妊娠・出産等に関して悩みを抱える妊婦等に対する相談体制の充実を図ります。

また，児童虐待を予防するため，妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とす

る家庭を早期に把握し，医療機関（産科，小児科等）等と市町村との情報共有を図

り，相互の連携体制を整備する必要があることから，引き続き，必要な環境整備や

市町村の取組への支援を行います。
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【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

女性健康支援セ 望まない妊娠を含む妊娠，出産についての 子ども福祉課

ンター事業によ 悩みなど，思春期から更年期に至る女性に

る相談体制の充 対し，健康に関する情報の提供や相談指導

実 を実施

母子保健関係者 母子保健関係者の資質の向上及び母子保健

研修の充実 活動充実のための妊娠・出産・育児支援に

関する研修を実施

(4) 児童虐待防止についての意識啓発

児童虐待について県民に理解を深めてもらい，地域社会において，支援の必要な

子どもを見守る取組を推進する必要があります。

このため，関係機関が連携し，オレンジリボンキャンペーンの実施やリーフレッ

トの配布など積極的な広報・啓発に努めます。

(5) 児童虐待による死亡事例等の重大事例の検証

児童虐待による死亡事例等の重大事例について，市町村等と連携して検証を行い，

その結果に基づき再発防止のための措置を講じます。

２ 社会的養護体制の充実
児童虐待や複雑・多様化する家庭・地域環境の問題等により親子分離が避けられな

い子どもについては，公的責任で社会的に養育・保護するとともに，養育に大きな困

難を抱える家庭への支援を行う社会的養護が必要です。

また，今後の社会的養護は，できる限り家庭的な養育環境で行われることを目指し，

原則として家庭養護（里親及び小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）にお

ける養護をいう。）を優先するとともに，施設（児童養護施設，乳児院等）における

養護もできる限り家庭的な養育環境の形態としていく必要があります。

(1) 家庭養護の推進

家庭養護の推進を図るため，養育里親の新規登録を増やすとともに，里親への新

規委託及びファミリーホームの開設を推進します。
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【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

里親の新規開拓 里親支援専門相談員の各施設への配置を 子ども福祉課

促し里親の新規開拓を推進

里親支援の充実 里親支援専門相談員の資質の向上及び関 子ども福祉課

係機関との情報共有を目的に連絡会議を

開催

レスパイトケア(※)や週末里親の活用，

里親サロン等による相談を行い，里親の

負担を軽減

ファミリーホー 各施設に，ファミリーホームの開設を働 子ども福祉課

ムの開設及び支 きかけるとともに，養育里親からのファ

援 ミリーホームへの移行を促進

※ レスパイトケア

委託児童を養育している里親家庭が，一時的な休息のための援助を必要とする場合，他の里親や

乳児院，児童養護施設を活用して当該児童の養育を目的とする制度

(2) 家庭的養護の推進

施設における家庭的養護の推進を図るためには，施設の小規模化及び施設機能の

地域分散化を行う必要があります。

このため，施設の状況に即したユニット化や地域分散化の取組を促し，施設にお

ける家庭的養護の環境づくりに努めます。
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【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

施設の小規模化 全施設における，小規模グループケアの実 子ども福祉課

及び施設機能の 施による家庭的養護の促進

地域分散化

施設機能の地域分散化に向けた地域小規模

児童養護施設又は，分園型小規模グループ

ケアの実施を促進

(3) 専門的ケアの充実と人材の確保・育成

社会的養護を必要とする子どもは，被虐待児を含めさまざまな問題を抱えたケー

スが増えてきており，施設職員及び里親等には，より高度で専門的なケアの能力が

必要とされることから研修や支援体制の充実を促進します。

【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

施設職員の専門 施設職員の専門性の向上のため，各種研修 子ども福祉課

性の向上 内容の充実

里親の資質の向 里親の資質向上のため，里親研修会等の支 子ども福祉課

上 援事業の充実を図るとともに，里親支援専

門相談員による相談・研修を推進

人材の確保と育 ・社会福祉系大学等のインターン生の積極 子ども福祉課

成 的受け入れを促進

・新任職員及び経験年数の浅い職員に対す

る研修体制の整備を促進

・施設職員へのメンタルヘルスの研修やカ

ウンセリングの実施を促進

(4) 自立支援の充実

施設入所児童が社会において自立するためには，一人の人間として生きていく基

本的な力が得られる養育を行う必要があります。

このため，施設における職業指導員等の活用により，適切な職業観の形成や生活

技術の取得等，自立する力を身につける養育が行われるよう支援します。
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【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

就労支援の充実 ・施設における職業指導員の配置を促進 子ども福祉課

・職業指導員による児童の適性，能力等に

応じた職業選択に関する助言，情報の提

供

アフターケアの 里親支援専門相談員や職業指導員による定 子ども福祉課

充実 期的状況確認や相談等アフターケアの充実

を促進

自立に向けた継 ・進学や就労に際して，自立生活能力がな 子ども福祉課

続的養育の支援 いまま措置解除することがないよう１８

歳以降の措置延長を積極的に活用

・児童自立援助ホームの活用及び連携

(5) 家族支援と地域支援の充実

施設入所児童については，家庭復帰に向けた親子関係の再構築，家庭復帰後の虐

待の再発防止等を図る必要があることから，家庭支援専門相談員による家族支援等

の充実に努めます。

また，施設等には地域における社会的養護の拠点として，関係機関と連携し，子

育て家庭への支援機関として機能の充実を図るよう促します。

【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

措置児童家族の 施設の家庭支援専門相談員による児童の家 子ども福祉課

支援 庭環境の調整等を行い，親子関係の再構築

及び早期家庭復帰を促進

地域子育て家庭 ・施設への里親支援専門相談員の配置を促 子ども福祉課

への支援 し，施設のソーシャルワーク機能の向上

を促進

・施設の共用スペースの活用等により，子

育て家庭への支援機能を充実
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(6) 施設等における子どもの権利擁護の推進

平成２４年３月に定められた児童養護施設運営指針において，子どもの尊重や最

善の利益の考慮等，子どもの権利擁護について規定されています。

また，厚生労働省は，被措置児童等虐待の禁止について「被措置児童等虐待対応

ガイドライン」を策定し，県ではこれを受けて，平成２５年３月に「鹿児島県被措

置児童等虐待対応マニュアル」を策定しました。

被措置児童等虐待については，これらを踏まえ施設職員等への指示の徹底，入所

児童等や関係機関への制度の周知等によりその予防と対応に取り組みます。

【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

施設職員等に対 施設職員等の専門性の向上を図るため，研 子ども福祉課

する子どもの権 修会の実施を促進

利擁護の推進及

び児童虐待防止 研修等を通じた施設運営指針，被措置児童

に関する意識の 虐待対応マニュアルの内容の浸透

徹底

入所児童等に対 児童及び保護者への権利擁護に関する説明 子ども福祉課

する制度の周知 等の促進

施設における意見箱等の活用を促進

３ ひとり親家庭の自立支援の推進
(1) 子育て・生活支援策

ひとり親が，子どもの養育と仕事を一人で担い懸命な努力をする中で，子どもの

しつけや養育費の確保などの養育に関する問題や健康の維持管理など生活面に多く

の問題や不安を抱えています。

このため，子育てと仕事の両立を図るための支援や住宅の確保，子どもの保育先

の確保を含む日常生活に関する支援，健康の保持増進など生活の支援を図ります。
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【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

日常生活の支援 就学等の自立を促進するために必要な事由 子ども福祉課

や疾病等の事由により，一時的に生活援

助，保育サービスが必要な場合又は生活環

境が激変し，日常生活を営むのに支障が生

じている場合に，家庭生活支援員を派遣し

て必要な援助，保育等を実施

医療費の助成 母子家庭・父子家庭等の医療費の自己負担 子ども福祉課

相当額の一部を助成をすることにより，経

済的負担の軽減と健康の保持増進の推進

相談体制の整備 母子自立支援員が，子育てや精神的，身体 子ども福祉課

的な問題などの生活一般の相談に応じるこ

とで，地域で安定した生活を送るための精

神的な支援

県母子寡婦福祉連合会において，弁護士， 子ども福祉課

司法書士等の専門家による無料法律相談等

を実施し，養育費の取得に関する相談等に

応じるなどきめ細かな相談体制を整備

(2) 就業支援策

ひとり親家庭の自立のためには就業機会の確保が極めて重要ですが，就業情報の

確保や経験の不足などがあり，更に，経済情勢の悪化などにより雇用環境なども大

変厳しい状況になっています。

また，母子家庭の母においては，正社員の割合が低く，収入も少ない状態となっ

ています。

このため，母子家庭の母等の個々の事情に応じた自立支援プログラムの策定や就

職に必要な能力開発など就業支援の充実を図ります。
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【推進のための主な施策等】

① 就業相談事業等

施策等 施策等の内容 担当課

就業に関する情 県母子寡婦福祉連合会の中に就業に係る総 子ども福祉課

報提供及び支援 合的なアドバイスを行う就業相談員を配置

し，母子家庭の母等の就業相談の実施，就

業に結びつきやすい就業支援講習会の実

施，公共職業安定所等職業安定機関と連携

した就業情報の提供など一貫した就業支援

サービスを提供

母子自立支援員が，個々の状況に応じた自 子ども福祉課

立支援プログラムを策定するなど職業能力

の向上や求職活動等への助言・指導を行う

とともに，母子家庭等就業・自立支援セン

ター事業と連携して就業に関する相談や支

援を実施

【推進のための主な施策等】

② 就業に向けた能力開発への支援

施策等 施策等の内容 担当課

就業のための技 地域の実情に応じ，就業に結びつく可能性 子ども福祉課

能習得を支援 の技能，資格を取得するための就業支援講

習会を実施するとともに，講習会を開催す

る際に児童を預かる託児サービスを実施
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施策等 施策等の内容 担当課

就職支援のために必要な能力開発に取り組 子ども福祉課

む母子家庭の母又は父子家庭の父を支援す

るため，あらかじめ指定する教育訓練講座

を受講した方に対する受講費用の一部を支

給

母子家庭の母又は父子家庭の父の就職の際 子ども福祉課

に有利であり，かつ生活の安定に資する資

格の取得を促進するため，生活の負担の軽

減を図り，資格取得に係る養成訓練の受講

期間について高等職業訓練促進給付金及び

修了支援給付金の支給

(3) 経済的支援策

ひとり親家庭の世帯構成や就業形態は様々で，ほとんどの方が子育てをしながら

就業していますが，収入は少ない状況になっています。

このため，離婚直後から支給される児童扶養手当制度や,さまざまな資金使途に応

じた母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付金などの経済的な支援を図ります。

【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

児童扶養手当の 父又は母のいない家庭，父又は母が一定の 子ども福祉課

支給 障害がある児童の母又は父や，父母に代わ

って養育している方に対する手当の支給

母子父子寡婦福 母子家庭の母及び父子家庭の父並びに寡婦 子ども福祉課

祉資金の貸付 等に対し，子どもの修学に必要な修学資金

や就職するために必要な技能を取得する場

合，また，その間の生活安定を図るため，

技能習得資金や生活資金などそれぞれの使

途に合わせた１２種類の資金の貸付
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施策等 施策等の内容 担当課

たすけあい資金 県母子寡婦福祉連合会が，母子家庭，父子 子ども福祉課

の貸付 家庭及び寡婦の緊急な出費に対処するため

生活資金等一時的に必要とする小口資金の

貸付

医療費の助成 母子家庭・父子家庭等の医療費の自己負担 子ども福祉課

相当額の一部を助成をすることにより，経

済的負担の軽減と健康の保持増進を推進

４ 障害児等特別な支援が必要な子どもに対する施策の推進
(1) 障害児等特別な支援が必要な子どもに対する支援

市町村に対する乳幼児健診におけるスクリーニング技術の向上等に関する支援

を通じて，障害の早期発見に努めるとともに，健診等で要経過観察となった障害

のある児童等に対しては，親子教室や児童発達支援事業による療育の場の提供等，

地域において早期支援につなげる体制の構築を進めます。また，障害保健福祉圏

域をベースに児童発達支援センターの充実を図るとともに，こども総合療育セン

ターと市町村，児童発達支援センター，認定こども園・幼稚園・保育所，小中学

校等(※)の関係機関が連携して障害のある児童等の支援を行う地域療育支援体制

の整備を進めます。

障害児入所施設においては，障害の特性，重度化等の現状を踏まえた入所支援

計画が作成され，障害のある児童一人ひとりのニーズに応じた支援が提供される

よう努めます。

なお，こども総合療育センターにおいては，主に発達障害のある児童等の診療
や療育，地域療育の支援，肢体不自由児に対するリハビリなどの充実に努めるを
実施するほか，同センター内に設置している「発達障害者支援センター」におい
て，発達支援から就労支援までライフステージに応じた相談や支援，発達障害の
普及･啓発に努めます。

なお，地域子ども・子育て支援事業の利用者支援事業，地域子育て支援拠点事
業において，育児不安等についての相談・助言を行い，関係機関との連絡調整等
を実施するなど必要な支援を行います。

※ 小中学校等には，高等学校，特別支援学校を含む。

30



【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

通所利用の障害 障害児通所支援事業所に通所している障害 障害福祉課
児やその家族に 児やその家族に対する，日常生活における
対する支援 基本的な動作の指導，知識技能の付与，集

団生活への適応訓練等の支援

児童発達支援利 認定こども園，幼稚園及び保育所に在籍し 障害福祉課

用者の負担軽減 ながら児童発達支援を利用している児童の

保護者に対し，経済的な負担軽減を図るた

めの，利用者負担額の一部助成

施設に入所して 障害児入所施設又は指定医療機関に入所等 障害福祉課

いる障害児に対 している障害児に対する，日常生活の指導

する支援 及び知識技能の付与等の支援並びに治療

地域療育支援体 発達障害が疑われる子どもとその保護者 障害福祉課

制の整備促進 が，身近な地域で早期に継続した療育指導

や支援を受けられるようにするための，市

町村等の支援

こども総合療育 こども総合療育センターでの，障害児全般 障害福祉課

センターの診療 にわたる総合相談や発達障害児等を対象と

・療育 した外来による診療・療育等の実施

(2) 特別支援教育の推進

障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するとい

う視点に立ち，また，国において提言がなされた，共生社会の形成に向けたインク

ルーシブ教育システム(※)構築のための特別支援教育推進の観点から，幼児児童生

徒一人一人の教育的ニーズに応える指導・支援の一層の充実や，就学先決定のため

の早期からの教育相談・支援体制を構築することなどが求められています。

本県においては，全ての公立幼稚園及び公立小中学校等で特別支援教育に関する

校内委員会の設置や実態把握等がなされ，校内支援体制は着実に整備されています

が，今後，個別の教育支援計画の作成・活用等により，就学前から学校卒業までの

一貫した支援体制を構築していく必要があります。

特別支援学校においては，児童生徒の社会自立に向けて教育機能を更に強化する

必要があり，本県の特性を踏まえて，特に高等部教育の充実が求められています。

また，地域でのコーディネーター機能を発揮して，特別支援教育のセンター的役割

31



を一層発揮することが求められています。

このようなことを踏まえ，障害のある幼児児童生徒に対する正しい理解と認識を

深めるとともに，認定こども園，幼稚園，保育所及び小中学校等に在籍する障害の

ある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応える指導・支援の充実に努めること

などにより，特別支援教育の一層の推進を図ります。

※ インクルーシブ教育システム

人間の多様性の尊重等の強化，障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで

発達させ，自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下，障害のある者と

障害のない者が共に学ぶ仕組みであり，障害のある者が一般的な教育制度から排除されない

こと，自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること，個人に必要な

「合理的配慮」が提供される等が必要とされている。

【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

障害者理解のた 共生社会の形成に向けた障害者理解を推進 義務教育課

めの交流及び共 するための障害のある幼児児童生徒と障害

同学習の推進 のない幼児児童生徒との交流及び共同学習

の積極的な推進

教育相談・就学 ・市町村教育委員会における早期からの教 義務教育課

相談体制の確立 育相談・就学相談体制確立の促進

の促進等 ・障害の状態や教育的ニーズ，保護者の意

見等を踏まえた総合的な就学先の判断

教職員研修の充 ・教職員研修の充実による，障害のある児 義務教育課

実等 童生徒等が教育的ニーズに基づいて十分

な教育を受けられるための支援の充実

・地域の特別支援学級や通級指導教室など

の教育資源活用の推進

就学前から学校 ・市町村に設置された特別支援連携協議会 義務教育課

卒業後までの一 の機能強化

貫した支援体制 ・関係機関との連携の下での個別の教育支

の整備 援計画に基づく就学前から学校卒業後ま

で一貫した支援が受けられる体制の整備
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施策等 施策等の内容 担当課

特別支援学校の ・自校における職業教育の充実や域内の学 義務教育課

充実 校間連携によるセンター的機能の充実

・本県の特性を踏まえた高等部教育の充実

私立幼稚園にお 心身障害児が２人以上在籍する私立幼稚園 青少年男女共同

ける心身障害児 に対する特別支援教育に必要な教育費の一 参画課

の就園奨励 部助成
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第６章 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるように

するために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携
〔任意記載事項：法第62条第３項，基本指針第三の五，別表第七の四〕

１ 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し
(1) 仕事と生活の調和に関する意識啓発の推進

少子化の進行の背景の一つとして，働き方をめぐる様々な課題があります。

仕事と生活の調和は，自己実現を可能にするとともに，育児や介護を含め家庭生

活に家族がともに責任を果たし，安心して暮らしていく上でも重要です。共働き世

代が増加し人々の働き方や生き方が多様化する中，長時間労働により家族の団らん

が持てない状況や就労と出産・子育てが二者択一になっている状況などがみられま

す。

このようなことから，男性も女性も仕事と子育てが両立できるよう，働き方の見

直しによる仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現を図ることが重

要となります。

このため，引き続き仕事と生活の調和についての気運を醸成するとともに，親が，

子育てに関して職場で不利な扱いをされることなく，なるべく長い時間を子どもと

共有できるよう職場優先の意識改革や，男性を含めた働き方の見直しと固定的性別

役割分担意識の解消につながる意識啓発を推進します。

【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

子育てと仕事の 広報誌「労働かごしま」の発行や労働セミ 雇用労政課

両立がしやすい ナーの開催，労働条件等の調査・公表を通

職場環境づくり じた，男性も含めた働き方の見直しや関係

の促進 法令，各種助成制度の広報・啓発

男女共同参画社 固定的性別役割分担意識を解消し，男女共 男女共同参画室

会の促進 同参画意識を醸成するためのセミナー等の

実施

(2) 子育てと仕事の調和を実現している企業の社会的評価の促進

子育てと仕事の両立支援に積極的に取り組む企業を引き続き「かごしま子育て応

援企業」として登録・紹介し，企業の子育て支援に対する自主的な取組を促進しま

す。
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【推進のための主な施策等】

施策等 施策等の内容 担当課

「かごしま子育 子育てと仕事の両立支援に積極的に取り組 雇用労政課

て応援企業」の む企業を「かごしま子育て応援企業」とし

登録・紹介 て登録・紹介し，企業の自主的な取組を促

進

(3) 公共調達における優遇措置

県の建設工事入札参加資格の格付において，就業規則に育児休業制度又は介護休

業制度を設けている場合，次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画

の策定・届出を行っている場合は加点を行います。

２ 仕事と子育ての両立のための基盤整備

仕事と子育ての両立のための基盤整備については，市町村と連携を図りつつ，認

定こども園や保育所の充実等多様な働き方に対応した子育て支援を展開します。

待機児童の解消については，各年度における県設定区域ごとの教育・保育の量の

見込みに対し，確保方策を講じることにより，その解消を図ります。また，家庭と

仕事の両立支援を行うファミリー・サポート・センターの設置を促進するなど地域

子ども・子育て支援事業を推進するとともに，教育・保育や地域子ども・子育て支

援事業に従事する者の確保と資質の向上を図り，子育てと仕事を両立させやすい環

境づくりに努めます。〔具体的方策については，第４章 教育・保育等の推進に記載〕
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

9,219 2,418 6,618 6,343 22,180 9,203 2,414 6,616 6,203 22,022

10,979 6,364 6,098 23,441 10,979 6,744 6,588 24,311

1,760 -254 -245 1,261 1,776 128 385 2,289

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

9,118 2,392 6,495 6,102 21,715 9,022 2,367 6,364 5,998 21,384

10,979 6,900 6,618 24,497 10,979 6,900 6,618 24,497

1,861 405 516 2,782 1,957 536 620 3,113

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 570

8,912 2,338 6,235 5,888 21,035 0

10,979 6,900 6,618 24,497

2,067 665 730 3,462

鹿児島市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

３号認定 ３号認定

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

②確保方策

②－①

３号認定

３号認定 ３号認定

計
１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

1,523 650 1,708 1,710 4,941 1,502 641 1,685 1,693 4,880

1,247 1,705 1,508 4,460 1,223 1,725 1,602 4,550

-276 -3 -202 -481 -279 40 -91 -330

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

1,432 631 1,608 1,646 4,686 1,432 631 1,608 1,646 4,686

1,432 1,608 1,646 4,686 1,432 1,608 1,646 4,686

0 0 0 0 0 0 0 0

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 40

1,432 631 1,608 1,646 4,686 0

1,432 1,608 1,646 4,686

0 0 0 0

鹿屋市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

３号認定 ３号認定

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

計

②確保方策

②－①

３号認定

３号認定 ３号認定

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

109 35 337 239 685 111 36 343 223 677

240 295 205 740 240 330 220 790

131 -42 -34 55 129 -13 -3 113

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

106 34 327 215 648 102 33 314 208 624

240 330 220 790 240 330 220 790

134 3 5 142 138 16 12 166

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

95 31 294 203 592 0

240 295 205 740

145 1 2 148

枕崎市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

①量の見込み(必要利用定員総数)

３号認定

３号認定子ども

②確保方策

②－①

５年目（平成31年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計
１号認定子ども

２号認定子ども

県で定める数

②－①

①量の見込み(必要利用定員総数)

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

160 70 290 250 700 160 70 280 240 680

155 280 270 705 155 280 270 705

-5 -10 20 5 -5 0 30 25

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

160 70 270 230 660 150 70 260 230 640

155 275 265 695 155 275 265 695

-5 5 35 35 5 15 35 55

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

140 60 260 220 620 0

155 270 260 685

15 10 40 65

阿久根市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

３号認定 ３号認定

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

②確保方策

②－①

３号認定

３号認定 ３号認定

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

674 275 845 758 2,277 694 283 871 746 2,311

731 880 606 2,217 742 872 673 2,287

57 35 -152 -60 48 1 -73 -24

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

703 287 881 733 2,317 678 277 850 719 2,247

752 881 733 2,366 752 877 733 2,362

49 0 0 49 74 27 14 115

90
うち２号認定
(教育ニーズ） 50

666 272 835 706 2,207 30

752 877 733 2,362

86 42 27 155

出水市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

３号認定 ３号認定

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

②確保方策

②－①

３号認定

３号認定 ３号認定

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

256 79 762 585 1,603 265 82 787 557 1,609

525 662 383 1,570 525 662 383 1,570

269 -100 -202 -33 260 -125 -174 -39

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

264 82 784 543 1,591 256 79 763 528 1,547

525 784 543 1,852 525 784 543 1,852

261 0 0 261 269 21 15 305

280
うち２号認定
(教育ニーズ） 60

246 76 729 513 1,488 30

525 784 543 1,852

279 55 30 364

指宿市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

３号認定 ３号認定

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

②確保方策

②－①

３号認定

３号認定 ３号認定

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

197 130 233 213 643 178 117 211 219 608

218 216 196 630 178 238 214 630

21 -17 -17 -13 0 27 -5 22

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

178 117 210 214 602 164 108 194 208 566

178 238 214 630 178 238 214 630

0 28 0 28 14 44 6 64

30
うち２号認定
(教育ニーズ） 50

167 110 197 203 567 20

178 238 214 630

11 41 11 63

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

西之表市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②－①

５年目（平成31年度）

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

125 56 170 139 434 119 53 161 140 420

120 198 132 450 120 197 143 460

-5 28 -7 16 1 36 3 40

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

119 53 161 143 423 110 49 149 142 401

120 197 143 460 120 197 143 460

1 36 0 37 10 48 1 59

10
うち２号認定
(教育ニーズ） 50

110 49 150 138 398 10

120 197 143 460

10 47 5 62

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

垂水市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②－①

５年目（平成31年度）

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

1,279 29 1,442 1,303 4,024 1,260 29 1,425 1,299 3,984

1,521 1,294 1,115 3,930 1,626 1,330 1,149 4,105

242 -148 -188 -94 366 -95 -150 121

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

1,226 28 1,388 1,308 3,922 1,184 27 1,337 1,306 3,827

1,601 1,391 1,318 4,310 1,598 1,383 1,326 4,307

375 3 10 388 414 46 20 480

420
うち２号認定
(教育ニーズ） 50

1,178 27 1,330 1,309 3,817 30

1,598 1,379 1,332 4,309

420 49 23 492

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

薩摩川内市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

461 95 711 503 1,675 449 93 693 506 1,648

720 662 478 1,860 700 673 487 1,860

259 -49 -25 185 251 -20 -19 212

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

444 92 684 495 1,623 430 89 662 483 1,575

660 684 496 1,840 660 684 496 1,840

216 0 1 217 230 22 13 265

260
うち２号認定
(教育ニーズ） 30

431 89 664 470 1,565 30

660 684 496 1,840

229 20 26 275

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

日置市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

226 151 564 466 1,256 220 147 548 448 1,216

336 589 457 1,382 334 589 458 1,381

110 25 -9 126 114 41 10 165

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

211 140 525 423 1,159 202 135 504 406 1,112

335 587 458 1,380 335 587 458 1,380

124 62 35 221 133 83 52 268

150
うち２号認定
(教育ニーズ） 110

194 129 482 388 1,064 70

336 588 457 1,381

142 106 69 317

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

曽於市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

1,834 514 1,643 1,810 5,287 1,834 514 1,643 1,810 5,287

1,814 1,977 1,393 5,184 1,793 2,014 1,800 5,607

-20 334 -417 -103 -41 371 -10 320

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

1,834 514 1,643 1,810 5,287 1,834 514 1,643 1,810 5,287

1,793 2,014 1,952 5,759 1,793 2,014 1,952 5,759

-41 371 142 472 -41 371 142 472

80
うち２号認定
(教育ニーズ） 380

1,834 514 1,643 1,810 5,287 150

1,914 1,893 1,952 5,759

80 250 142 472

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

霧島市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

41



うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

236 207 395 301 932 228 201 382 290 900

505 347 248 1,100 505 377 278 1,160

269 -48 -53 168 277 -5 -12 260

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

221 194 370 280 871 213 187 355 270 838

505 370 280 1,155 505 355 270 1,130

284 0 0 284 292 0 0 292

300
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

205 180 344 261 810 0

505 344 261 1,110

300 0 0 300

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

いちき串木野市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

233 103 485 349 1,067 227 100 473 340 1,040

230 468 381 1,079 230 468 381 1,079

-3 -17 32 12 3 -5 41 39

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

221 98 461 331 1,013 215 95 450 323 988

230 468 393 1,091 230 478 383 1,091

9 7 62 78 15 28 60 103

20
うち２号認定
(教育ニーズ） 40

210 93 439 315 964 70

230 478 383 1,091

20 39 68 127

②－①

①量の見込み(必要利用定員総数)

②確保方策

南さつま市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 ３号認定 計

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

①量の見込み(必要利用定員総数)

２号認定子ども

３号認定子ども

３号認定

②－①

５年目（平成31年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

県で定める数

１号認定子ども

②確保方策

②－①

①量の見込み(必要利用定員総数)
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

213 67 680 559 1,452 213 67 680 559 1,452

205 660 530 1,395 205 670 547 1,422

-8 -20 -29 -57 -8 -10 -12 -30

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

213 67 680 559 1,452 213 67 680 559 1,452

215 685 564 1,464 215 685 564 1,464

2 5 5 12 2 5 5 12

20
うち２号認定
(教育ニーズ） 10

213 67 680 559 1,452 10

225 680 559 1,464

12 0 0 12

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

志布志市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②－①

５年目（平成31年度）

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

515 227 683 683 1,881 501 221 665 662 1,828

545 594 490 1,629 545 594 533 1,672

30 -89 -193 -252 44 -71 -129 -156

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

494 218 656 643 1,793 479 212 636 625 1,740

545 658 650 1,853 545 656 650 1,851

51 2 7 60 66 20 25 111

90
うち２号認定
(教育ニーズ） 40

464 205 617 609 1,690 50

545 654 650 1,849

81 37 41 159

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

奄美市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②－①

５年目（平成31年度）

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

280 91 471 417 1,168 270 88 453 413 1,136

205 520 310 1,035 211 499 405 1,115

-75 49 -107 -133 -59 46 -8 -21

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

259 84 436 406 1,101 259 84 436 396 1,091

256 495 429 1,180 256 493 431 1,180

-3 59 23 79 -3 57 35 89

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 70

256 82 430 389 1,075 40

256 496 428 1,180

0 66 39 105

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

南九州市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②－①

５年目（平成31年度）

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

60 24 475 360 895 60 24 475 360 895

130 479 331 940 130 490 335 955

70 4 -29 45 70 15 -25 60

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

60 24 475 360 895 60 24 475 360 895

130 478 367 975 130 478 367 975

70 3 7 80 70 3 7 80

70
うち２号認定
(教育ニーズ） 20

60 24 475 360 895 10

130 478 367 975

70 3 7 80

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

伊佐市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

877 261 1,191 1,032 3,100 879 262 1,194 1,026 3,099

895 876 739 2,510 980 892 812 2,684

18 -315 -293 -590 101 -302 -214 -415

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

876 261 1,189 1,021 3,086 880 262 1,194 1,014 3,088

980 1,196 1,040 3,216 980 1,196 1,040 3,216

104 7 19 130 100 2 26 128

120
うち２号認定
(教育ニーズ） 30

862 256 1,170 1,007 3,039 40

980 1,196 1,040 3,216

118 26 33 177

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

姶良市区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②－①

５年目（平成31年度）

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

0 0 5 0 5 0 0 5 1 6

0 0 0 0 0 0 0 0

0 -5 0 -5 0 -5 -1 -6

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

0 0 2 1 3 0 0 3 1 4

0 0 0 0 0 0 0 0

0 -2 -1 -3 0 -3 -1 -4

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

0 0 3 1 4 0

0 0 0 0

0 -3 -1 -4

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

三島村区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②－①

５年目（平成31年度）

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

16 0 10 3 29 16 0 6 3 25

0 0 0 0 0 0 0 0

-16 -10 -3 -29 -16 -6 -3 -25

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

16 1 6 3 25 11 2 7 0 18

0 0 0 0 0 0 0 0

-16 -6 -3 -25 -11 -7 0 -18

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

12 4 5 0 17 0

0 0 0 0

-12 -5 0 -17

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

十島村区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②－①

５年目（平成31年度）

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

107 38 451 309 867 106 38 451 292 849

140 383 299 822 140 383 299 822

33 -68 -10 -45 34 -68 7 -27

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

103 37 451 275 829 101 36 451 256 808

140 453 299 892 140 453 299 892

37 2 24 63 39 2 43 84

50
うち２号認定
(教育ニーズ） 40

98 35 416 272 786 50

140 453 299 892

42 37 27 106

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

さつま町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②－①

５年目（平成31年度）

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

53 48 232 108 393 51 46 224 104 379

110 260 154 524 120 260 154 534

57 28 46 131 69 36 50 155

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

49 45 216 99 364 47 43 207 94 348

120 260 154 534 120 260 154 534

71 44 55 170 73 53 60 186

80
うち２号認定
(教育ニーズ） 60

46 42 201 90 337 70

120 260 154 534

74 59 64 197

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

長島町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

60 6 160 109 329 57 6 150 112 319

210 151 89 450 210 147 113 470

150 -9 -20 121 153 -3 1 151

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

55 6 143 106 304 48 5 126 102 276

210 147 113 470 210 147 113 470

155 4 7 166 162 21 11 194

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

49 5 129 99 277 0

210 147 113 470

161 18 14 193

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

湧水町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

115 18 215 219 549 115 18 215 219 549

140 207 198 545 155 212 212 579

25 -8 -21 -4 40 -3 -7 30

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

115 18 215 219 549 115 18 215 219 549

155 215 219 589 155 215 219 589

40 0 0 40 40 0 0 40

40
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

115 18 215 219 549 0

155 215 219 589

40 0 0 40

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

大崎町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

37 26 130 101 268 36 26 126 97 259

35 124 96 255 35 124 96 255

-2 -6 -5 -13 -1 -2 -1 -4

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

35 25 123 95 253 34 24 120 93 247

35 124 96 255 35 124 96 255

0 1 1 2 1 4 3 8

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

33 23 118 91 242 0

35 124 96 255

2 6 5 13

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

東串良町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

97 36 79 127 303 97 36 79 127 303

190 79 111 380 190 79 111 380

93 0 -16 77 93 0 -16 77

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

97 36 79 127 303 97 36 79 127 303

130 85 135 350 130 85 135 350

33 6 8 47 33 6 8 47

100
うち２号認定
(教育ニーズ） 10

97 36 79 127 303 10

130 85 135 350

33 6 8 47

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

錦江町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

42 37 104 59 205 41 35 100 54 195

105 109 71 285 120 117 53 290

63 5 12 80 79 17 -1 95

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

40 34 97 51 188 37 33 92 49 178

120 117 53 290 120 117 53 290

80 20 2 102 83 25 4 112

90
うち２号認定
(教育ニーズ） 30

35 31 88 45 168 20

120 117 53 290

85 29 8 122

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

南大隅町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

58 50 248 129 435 57 48 241 124 422

200 234 186 620 200 234 186 620

142 -14 57 185 143 -7 62 198

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

54 46 231 120 405 51 44 223 116 390

210 231 189 630 220 231 189 640

156 0 69 225 169 8 73 250

180
うち２号認定
(教育ニーズ） 20

49 43 214 111 374 80

220 231 189 640

171 17 78 266

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

肝付町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

83 19 112 69 264 83 19 112 65 260

117 86 72 275 117 86 72 275

34 -26 3 11 34 -26 7 15

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

83 19 112 63 258 78 18 105 61 244

91 112 75 278 91 112 75 278

8 0 12 20 13 7 14 34

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

75 17 101 60 236 0

91 112 75 278

16 11 15 42

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

中種子町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

24 0 73 93 190 25 0 76 95 196

40 99 102 241 40 99 102 241

16 26 9 51 15 23 7 45

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

25 0 75 91 191 25 0 75 82 182

40 99 102 241 40 99 102 241

15 24 11 50 15 24 20 59

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

26 0 78 78 182 0

40 99 102 241

14 21 24 59

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

南種子町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

203 181 116 128 447 199 177 113 125 437

215 176 134 525 215 176 134 525

12 60 6 78 16 63 9 88

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

194 172 110 120 424 187 167 107 115 409

215 176 134 525 215 176 134 525

21 66 14 101 28 69 19 116

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

183 163 104 111 398 0

215 176 134 525

32 72 23 127

県で定める数

１号認定子ども

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②確保方策

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

屋久島町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②－①

５年目（平成31年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計３号認定
２号認定子ども

３号認定子ども

②確保方策

②－①

①量の見込み(必要利用定員総数)
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

4 1 16 13 33 4 1 18 12 34

4 17 9 30 4 17 9 30

0 1 -4 -3 0 -1 -3 -4

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

5 2 20 12 37 5 2 21 12 38

5 21 12 38 5 21 12 38

0 1 0 1 0 0 0 0

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

5 2 18 12 35 0

5 21 12 38

0 3 0 3

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

大和村区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

5 0 34 21 60 5 0 34 21 60

5 34 21 60 5 34 21 60

0 0 0 0 0 0 0 0

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

5 0 34 21 60 5 0 34 21 60

5 34 21 60 5 34 21 60

0 0 0 0 0 0 0 0

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

5 0 34 21 60 0

5 34 21 60

0 0 0 0

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

宇検村区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

119 57 92 126 337 115 55 89 130 334

175 205 95 475 175 205 95 475

56 113 -31 138 60 116 -35 141

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

115 55 89 130 334 109 52 85 130 324

130 134 137 401 130 134 137 401

15 45 7 67 21 49 7 77

60
うち２号認定
(教育ニーズ） 120

112 54 88 130 330 10

130 134 137 401

18 46 7 71

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

瀬戸内町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

22 0 131 120 273 21 0 129 117 267

0 200 160 360 0 170 130 300

-22 69 40 87 -21 41 13 33

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

22 0 135 116 273 20 0 124 114 258

0 170 130 300 0 170 130 300

-22 35 14 27 -20 46 16 42

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 70

20 0 122 110 252 40

20 170 130 320

0 48 20 68

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

龍郷町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

83 23 93 83 259 79 22 88 101 268

210 66 64 340 210 66 64 340

127 -27 -19 81 131 -22 -37 72

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

77 22 85 104 266 83 23 93 97 273

210 93 106 409 210 93 106 409

133 8 2 143 127 0 9 136

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

83 23 93 97 273 0

210 93 106 409

127 0 9 136

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

喜界町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

147 90 180 155 482 139 85 171 147 457

280 180 150 610 280 180 150 610

133 0 -5 128 141 9 3 153

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

131 81 162 141 434 124 76 153 136 413

280 180 150 610 280 180 150 610

149 18 9 176 156 27 14 197

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

116 72 144 129 389 0

280 180 150 610

164 36 21 221

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

徳之島町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

50 40 91 40 181 48 38 87 38 173

110 139 86 335 110 139 86 335

60 48 46 154 62 52 48 162

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

44 35 80 35 159 40 32 74 32 146

110 139 86 335 110 139 86 335

66 59 51 176 70 65 54 189

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

37 29 67 27 131 0

110 139 86 335

73 72 59 204

３号認定子ども

県で定める数

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②確保方策

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

天城町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

１号認定子ども

２号認定子ども
３号認定

②－①

５年目（平成31年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計

②確保方策

②－①

①量の見込み(必要利用定員総数)

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

47 14 103 87 237 45 14 100 83 228

48 146 110 304 46 146 110 302

1 43 23 67 1 46 27 74

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

44 13 96 81 221 42 13 92 79 213

35 143 110 288 55 141 109 305

-9 47 29 67 13 49 30 92

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

40 12 87 75 202 0

53 140 108 301

13 53 33 99

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

伊仙町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

68 22 124 109 301 68 22 124 109 301

150 145 111 406 150 145 111 406

82 21 2 105 82 21 2 105

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

68 22 124 109 301 68 22 124 109 301

150 145 111 406 150 145 111 406

82 21 2 105 82 21 2 105

90
うち２号認定
(教育ニーズ） 30

68 22 124 109 301 10

150 145 111 406

82 21 2 105

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

和泊町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

99 38 74 135 308 99 38 74 135 308

210 99 101 410 200 91 159 450

111 25 -34 102 101 17 24 142

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

99 38 74 135 308 99 38 74 135 308

200 91 159 450 200 91 159 450

101 17 24 142 101 17 24 142

120
うち２号認定
(教育ニーズ） 30

99 38 74 135 308 30

200 91 159 450

101 17 24 142

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

知名町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②－①

５年目（平成31年度）

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

20 0 98 90 208 19 0 98 90 207

65 105 105 275 65 105 105 275

45 7 15 67 46 7 15 68

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

19 0 96 82 197 18 0 88 80 186

65 105 105 275 65 105 105 275

46 9 23 78 47 17 25 89

0
うち２号認定
(教育ニーズ） 0

18 0 88 78 184 0

65 105 105 275

47 17 27 91

②確保方策

②－①

１号認定子ども

２号認定子ども

①量の見込み(必要利用定員総数) ３号認定子ども

②－①

５年目（平成31年度） 県で定める数

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定 計

①量の見込み(必要利用定員総数)

与論町区域

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定
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うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

20,036 6,226 22,674 20,453 63,163 19,898 6,166 22,495 20,135 62,528

24,080 22,310 18,394 64,784 24,208 22,859 19,850 66,917

4,044 -364 -2,059 1,621 4,310 364 -285 4,389

うち２号認定
(教育ニーズ）

うち２号認定
(教育ニーズ）

19,634 6,093 22,098 19,798 61,530 19,327 5,994 21,646 19,491 60,464

24,287 23,513 21,025 68,825 24,314 23,490 21,014 68,818

4,653 1,415 1,227 7,295 4,987 1,844 1,523 8,354

うち２号認定
(教育ニーズ）

19,096 5,902 21,272 19,221 59,589

24,464 23,310 20,981 68,755

5,368 2,038 1,760 9,166

②確保方策

②－①

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

５年目（平成31年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

計３号認定

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

３号認定

①量の見込み(必要利用定員総数)

②－①

３年目（平成29年度） ４年目（平成30年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

２号認定
(保育ニー
ズ)

３号認定

①量の見込み(必要利用定員総数)

３号認定 計

３号認定 計

県　計 （参考値）

１年目（平成27年度） ２年目（平成28年度）

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ) ２号認定

(保育ニー
ズ)

②確保方策

計

１号認定＋２号認定(教
育ニーズ)
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○別表の見方について（用語等の解説）
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○ 県の認可，認定に係る需給調整の考え方

県設定区域ごとに判断をします。

(1) 基本的考え方

区域ごとに，需要（量の見込み）と供給（確保の状況）の状況に応じ，以下のと

おり，認定こども園・保育所の認可・認定を行います。

需要（量の見込み） ＞ 供給（確保の状況） 原則認可・認定（適格性・認可

基準を満たす申請者である場合）

需要（量の見込み） ＜ 供給（確保の状況） 認可・認定を行わないこと

ができる（＝需給調整）

(2) 既存の幼稚園・保育所が認定こども園へ移行する場合

需要＋ 「県計画で定める数」＞ 供給

→ 原則認可・認定（適格性・認可基準を満たす申請者）

・ この「県計画で定める数」は，現在の施設の利用状況や認定こども園への移

行に関する意向等を踏まえて設定します。

・ 設定に当たっては，県子ども・子育て支援会議の議論を通じて透明性を確保

します。

※ 鹿児島市内の幼保連携型認定こども園については，中核市である鹿児島市に

認可権限があるため，鹿児島市の計画の中で定めることとなる。
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